
夛
夕
経
済
の
進
展
こ1

税
制
で
ど
の
よ
う
に
対
応
す
べ
き
か

国
際
課
税
の
大
原
則
の
変
更
に
つ
な
が
る

欧
州
委
員
会
は
、
 
B
E
P
S
の
議
論
を
引
き
継
い
だ
O
E
C
D
の
「
デ
ジ
タ
ル
経
済
に
関

す
る
中
間
報
告
圭
白
」
(
3
月
帽
旦
の
公
表
を
受
け
、
3
月
創
日
に
デ
ジ
タ
ル
課
税
を
含
む

具
体
的
な
税
制
の
提
案
を
行
っ
た
。
日
本
で
の
注
目
度
は
高
く
な
い
が
、
世
界
的
に
は
大

き
な
問
題
と
な
っ
て
お
り
、
今
後
日
本
の
デ
ジ
タ
ル
企
業
に
も
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
。

究
極
的
に
は
、
現
在
の
国
際
課
税
の
大
原
則
の
変
更
に
つ
な
が
る
可
能
性
も
あ
り
、
こ
れ

ま
で
の
議
論
を
整
理
し
な
が
ら
、
日
本
の
対
応
を
考
え
て
み
た
い
。

E
U
デ
ジ
タ
ル
税
提
案
と
日
本
へ
の
影
響

デ
ジ
タ
ル
化
の
流
れ
に

追
い
付
か
な
い
税
制

1
T
の
霊
に
ょ
り
経
済
の
デ
ジ

タ
ル
化
が
急
速
に
進
ん
だ
こ
と
が
、

税
制
に
大
き
な
影
響
を
及
ほ
し
て
い

る
O
 
F
A
A
N
G
 
今
胃
Φ
ず
8
"
、
》
で
,

豆
Φ
、
曾
鶴
0
戸
 
Z
Φ
庄
畔
、
驫
8
⑩
一
巴

に
代
表
さ
れ
る
米
国
1
T
企
業
は
、

な
く
、
税
関
と
い
、
つ
課
税
の
ポ
イ
ン

ト
を
経
由
し
な
い
た
め
、
既
存
の
税

制
や
当
局
の
徴
税
の
仕
組
み
に
多
大

な
影
糾
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
る
。

と
り
わ
け
現
在
の
企
業
に
と
っ
て

価
値
の
根
源
と
も
い
う
べ
き
無
形
資

産
は
、
法
的
所
有
権
の
移
転
も
容
易

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
納
税

の
場
は
、
低
税
率
国
や
タ
ツ
ク
ス
ヘ

イ
プ
ン
へ
と
シ
フ
ト
し
、
価
値
創
造

の
場
と
納
税
の
場
は
ま
す
ま
す
飛
離

r
忠
1
r
卓
1
「
,

販
売
や
知
財
管
理
、
生
産
の
各
段
階
、

一
歴
雄
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
等
を
グ
ロ

ー
バ
ル
に
配
分
す
る
こ
と
に
ょ
り
、

彼
ら
が
ビ
ジ
ネ
ス
で
利
益
を
上
げ
て

い
る
消
費
国
で
は
ほ
と
ん
ど
納
税
し

て
い
な
い
。
「
価
値
を
創
造
す
る

場
」
と
「
納
税
の
場
」
を
飛
雜
さ
せ
、

そ
の
収
益
を
低
税
率
国
や
タ
ツ
ク
ス

ヘ
イ
プ
ン
(
租
税
回
避
地
)
に
帰
属

さ
せ
、
税
負
担
を
最
小
限
に
抑
え
る

タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
を
行
っ
て

東
京
財
団
政
策
研
究
所
研
究
主
幹

中
央
大
学
法
科
大
学
院
特
任
教
授

森
信
茂
樹

い
る
0
 
キ
ー
ワ
ー
ド
は
、
特
許
椛
や

商
標
椛
、
著
作
権
な
ど
の
「
無
形
資

産
」
で
あ
る
。

1
T
技
術
の
発
達
は
、
モ
ノ
を
無

形
資
産
に
変
え
て
し
ま
、
つ
。
例
え
ぱ

百
科
事
典
の
場
貪
か
つ
て
は
モ
ノ

の
売
買
だ
っ
た
が
、
今
で
は
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
た
情
報
の
検
索

サ
ー
ビ
ス
(
役
務
)
の
提
供
に
転
換

さ
れ
た
。
容
易
に
国
境
を
越
え
て
サ

ー
ビ
ス
の
提
祭
行
わ
れ
る
だ
け
で

ノ
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し
て
い
く
。
こ
れ
が
、
先
進
諸
国
の

怯
人
税
の
減
収
に
つ
な
が
る
と
と
も

に
、
 
F
A
A
N
G
と
競
合
す
る
先
進

諸
国
の
企
業
は
納
税
し
て
い
る
の
に
、

F
A
A
N
G
は
納
税
し
な
い
と
い
、
つ

リ
ー

競
争
条
件
の
不
公
平
を
招
く
。
 
E
U

の
鯛
べ
に
ょ
る
と
、
伝
統
的
な
ビ
ジ

ネ
ス
モ
デ
ル
の
企
業
の
税
負
担
は
,
器

2
%
で
あ
る
の
に
対
し
て
デ
ジ
タ

ル
企
業
の
税
負
担
は
9
・
5
%
と
半

分
以
下
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

こ
れ
ま
で
は
、
国
彬
越
え
て
事

業
を
行
お
う
と
す
る
者
は
、
事
業
を

行
お
う
と
す
る
場
所
(
W
国
)
に

支
店
や
子
会
社
な
ど
の
物
哥
な
プ

レ
ゼ
ン
ス
を
置
い
て
ビ
ジ
ネ
ス
を
す

る
必
要
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
 
1
T

の
怨
・
デ
ジ
タ
ル
経
済
の
も
と
で

物
理
的
な
プ
レ
ゼ
ン
ス
な
し
に

は
、オ
ン
ラ
イ
ン
を
通
じ
て
取
引
す
る
こ

と
が
で
き
る
よ
、
つ
に
な
っ
た
。
デ
ジ

タ
ル
経
済
の
発
達
に
ょ
り
、
既
存
の

税
例
等
で
は
対
応
で
き
な
い
状
況
が

出
現
し
た
の
で
あ
る
。

O
E
C
D
諸
国
や
B
R
1
C
S
に

代
表
さ
れ
る
新
興
国
は
、
「
デ
ジ
タ

ま
ず
は
ア
マ
ゾ
ン
を
例
に
と
つ
て

み
ょ
、
つ
。
わ
れ
わ
れ
が
イ
ン
タ
ー
ネ

ツ
ト
奴
吐
由
で
ア
マ
ゾ
ン
の
サ
イ
ト
を

通
じ
て
商
品
を
注
文
す
る
と
、
米
国

法
人
で
あ
る
ア
マ
ゾ
ン
・
イ
ン
タ
ー

ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
セ
ー
ル
ス
社
と
契
約

を
結
ん
だ
こ
と
に
な
る
。
こ
の
法
人

は
、
米
国
以
外
の
国
に
対
す
る
器

販
売
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
会
社
で

あ
り
、
日
木
に
支
店
は
置
い
て
い
な

一
方
わ
れ
わ
れ
の
注
文
は
、
セ

、
0
しー
ル
ス
社
を
通
じ
て
ア
マ
ゾ
ン
の
子

会
社
今
ま
り
日
本
法
人
)
で
あ
る

物
流
セ
ン
タ
ー
に
届
き
、
そ
こ
か
ら

わ
れ
わ
れ
に
配
送
さ
れ
る
。
代
金
決

済
は
力
ー
ド
会
社
か
ら
米
国
の
セ
ー

ル
ス
社
の
口
座
へ
入
金
さ
れ
る
力
ー

ド
決
済
と
な
っ
て
い
る
。

問
題
は
そ
の
巨
大
な
物
流
セ
ン
タ

で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
の
国
際
課
税

の
ル
】
ル
で
は
、
こ
れ
を
「
倉
庫
」

と
み
な
し
、
準
備
的
・
補
助
的
な
機

能
で
あ
る
限
り
、
法
人
課
税
の
課
税

根
拠
と
な
る
P
E
 
(
恒
久
噐
設
)

で
は
な
い
と
判
断
さ
れ
る
。
わ
が
国

は
今
年
度
税
制
改
正
で
国
内
法
を
厳

し
く
し
た
が
、
日
米
租
税
条
約
を
変

え
な
い
限
り
課
税
で
き
な
い
。
つ
ま

り
、
ア
マ
ゾ
ン
は
、
日
本
の
消
費
者

を
相
手
に
大
規
模
な
ビ
ジ
ネ
ス
を
展

開
し
収
益
を
上
げ
な
が
ら
、
日
本
政

ル
経
済
(
電
子
経
済
)
に
税
制
が
追

い
付
い
て
い
な
い
」
と
い
う
共
通
認

識
の
も
と
で
、
 
G
幼
の
議
題
に
取
り

上
げ
、
彼
ら
の
国
際
的
租
税
回
避
へ

の
対
応
を
検
討
し
て
き
た
0
 
そ
の
背

景
に
は
、
各
国
が
り
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ

ク
後
に
財
政
状
況
を
悪
化
さ
せ
、
よ

り
多
く
の
国
民
負
担
を
求
め
て
い
る

中
で
、
グ
ロ
】
バ
ル
企
業
が
国
際
的

な
税
制
の
隙
問
や
抜
け
穴
を
利
用
し

た
節
税
対
策
に
ょ
り
税
負
担
を
軽
減

さ
せ
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
し
、
さ

ら
に
、
自
国
企
業
と
の
競
争
条
件
が

公
平
(
レ
ベ
ル
・
プ
レ
イ
ン
グ
・
フ

イ
ー
ル
ド
)
に
な
っ
て
い
な
い
と
い

う
切
織
が
あ
る
。

き
つ
か
け
は
、
 
2
0
1
2
年
に
英

国
で
ス
タ
ー
バ
ッ
ク
ス
が
巧
妙
な
ス

キ
ー
ム
を
使
っ
て
、
英
国
に
お
け
る

税
負
担
を
最
小
に
抑
え
て
い
た
事
実

が
発
覚
し
た
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
後
、

ア
マ
ゾ
ン
や
グ
ー
グ
ル
な
ど
米
国
1

T
企
業
の
租
税
回
避
も
問
題
と
な
っ

た
。
玲
年
に
O
E
C
D
租
税
委
員
会

に
B
E
P
S
 
(
税
源
侵
食
と
利
益
移

転
、
刷
器
Φ
刺
一
.
o
m
ぢ
=
暫
=
ル
勺
一
、
0
津

m
艮
昔
叫
)
プ
ロ
ジ
エ
ク
ト
が
立
ち

上
が
り
、
日
本
が
議
長
国
(
財
務
省

浅
川
雅
嗣
財
務
官
)
と
な
り
、
 
2
年

間
の
検
討
を
経
て
、
巧
年
に
B
E
P

急
が
れ
る

租
税
回
避
へ
の
国
際
対
応

府
に
い
っ
さ
い
法
人
税
を
払
っ
て
い

な
い
の
で
あ
る
(
注
1
)
。

グ
ー
グ
ル
(
米
国
本
社
)
は
ど
う

か

グ
ー
グ
ル
は
、
仙
界
各
国
で
無

0

料
検
索
サ
ー
ビ
ス
を
捉
供
し
て
い
る

が
、
そ
れ
を
活
用
し
て
顧
客
基
盤
を

獲
得
し
、
検
*
ポ
行
為
を
分
析
し
て
タ

】
ゲ
テ
ィ
ン
グ
広
告
を
自
動
的
な
広

告
サ
ー
ビ
ス
と
い
、
つ
か
た
ち
で
ビ
ジ

ネ
ス
化
し
て
主
な
収
益
源
と
し
て
い

る
。
日
本
に
あ
る
子
会
社
は
、
プ
ロ

モ
ー
シ
ョ
ン
や
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
な

ど
の
サ
ポ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し

て
い
る
の
み
で
、
、
王
要
な
事
業
で
あ

る
広
告
は
海
外
の
会
社
か
ら
配
信
サ

ー
ビ
ス
と
し
て
行
っ
て
い
る
の
で
、

ア
マ
ゾ
ン
と
同
じ
く
日
本
に
P
E
は

存
在
せ
ず
、
課
税
権
を
及
ほ
す
こ
と

は
で
き
な
い
。

こ
の
よ
う
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン
を
通

じ
た
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
は
、

各
国
税
制
当
局
が
手
の
出
せ
な
い
存

在
と
な
っ
て
い
る
。

課
税
権
が
及
ば
な
い

デ
ジ
タ
ル
企
業
モ
デ
ル

デジタル経済の進展と税制対応
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S
最
終
報
告
沓
を
公
表
し
た
。
 
B
E

P
S
プ
ロ
ジ
エ
ク
ト
の
参
加
国
は
、

O
E
C
D
諸
国
だ
け
で
な
く
、
中
国

や
イ
ン
ド
な
ど
の
新
興
国
を
含
め
ー

1
3
力
国
・
地
域
が
参
加
し
て
お
り
、

国
際
課
税
の
世
界
で
は
め
ず
ら
し
い

プ
ロ
ジ
エ
ク
ト
と
な
っ
て
い
る
0

し
か
し
、
 
B
E
P
S
最
終
報
告
書

で
は
、
「
デ
ジ
タ
ル
経
済
へ
の
対

応
」
に
つ
い
て
は
議
論
が
十
分
尽
く

さ
れ
て
お
ら
ず
、
具
体
的
な
対
応
策

は
ま
と
ま
ら
な
か
っ
た
。
そ
こ
で
、

十
分
な
検
討
が
で
き
な
か
っ
た
デ
ジ

タ
ル
経
済
へ
の
対
応
を
「
ポ
ス
ト
B

E
P
S
」
と
い
う
か
た
ち
で
検
討
を

続
け
る
こ
と
と
し
、
玲
年
に
「
デ
ジ

タ
ル
経
済
に
関
す
る
中
問
報
告
害
」

(
以
下
、
中
間
靴
告
書
)
、
即
年
に

最
終
報
告
書
を
出
す
こ
と
と
な
っ
た
。

今
回
、
 
O
E
C
D
は
3
月
玲
日
に
中

間
報
告
書
を
公
表
し
、
 
G
即
財
務
相

会
合
に
提
出
し
た
。
し
か
し
そ
の
内

容
は
、
以
下
述
べ
る
よ
う
に
、
課
税

に
あ
た
っ
て
の
考
察
や
論
点
の
整
理

が
多
く
、
具
体
的
内
容
に
は
乏
し
い
。

今
後
さ
ら
な
る
議
論
の
必
要
性
を
強

調
す
る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。

デ
ジ
タ
ル
経
済
へ
の
課
税
上
の
対

応
に
つ
い
て
、
国
際
的
な
合
意
に
基

づ
く
長
期
的
解
決
策
に
ょ
る
対
応
が

重
要
と
し
て
、
「
P
E
な
け
れ
ぱ
課

税
な
し
」
と
い
う
原
則
と
独
立
企
業

間
価
格
原
則
(
注
3
 
と
い
う
二
つ

の
重
要
な
国
際
課
税
原
則
を
見
直
す

こ
と
で
合
意
し
た
。
し
か
し
、
暫
定

的
な
措
置
で
あ
る
、
電
子
サ
ー
ビ
ス

に
対
す
る
因
甚
曾
↓
奨
(
物
品
税
)

な
ど
の
対
応
に
つ
い
て
は
コ
ン
セ
ン

サ
ス
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
。

一
方
、
今
後
の
検
討
に
際
し
て
配

慮
す
べ
き
点
と
し
て
、
 
W
T
0
協
定

な
ど
国
際
的
義
務
、
措
置
の
暫
定
性
、

対
象
の
限
定
過
重
な
課
税
の
排
除
、

起
業
や
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
造
な
ど
へ
の

影
糾
の
抑
制
、
コ
ス
ト
や
複
雑
性
の

最
小
化
の
必
要
性
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

ま
た
、
、
γ
エ
ア
リ
ン
グ
・
エ
コ
ノ
ミ

ー
の
も
と
で
の
税
務
執
行
の
問
題
な

ど
も
記
述
さ
れ
て
い
る
。
最
終
的
に

は
、
今
後
さ
ま
ざ
ま
な
オ
プ
シ
ヨ
ン

の
実
行
可
能
性
を
検
証
し
た
う
え
で
、

N
年
に
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
を
行
い
、

即

年
に
最
終
報
告
の
取
り
ま
と
め
を
行

う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
0

分
た
ち
が
最
も
米
国
1
T
企
業
の
影

導
を
受
け
て
い
る
と
い
う
危
機
感
も

あ
り
、
こ
の
よ
、
つ
な
O
E
C
D
/
B

E
P
S
の
議
論
に
積
極
的
に
参
加
す

る
と
同
時
に
、
 
G
即
財
務
相
会
合
に

合
わ
せ
て
共
通
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
作
る

べ
く
議
論
を
行
っ
て
き
た
。
中
間
報

告
公
表
後
の
3
月
訂
日
に
欧
州
委
員

会
が
デ
ジ
タ
ル
課
税
を
含
む
抜
本
的

な
税
制
の
提
案
を
行
っ
た
の
で
あ
る
。

税
制
変
更
は
、
全
加
盟
国
一
致
の
原

則
が
あ
り
、
現
時
点
で
彰
咲
税
制
が

E
U
で
可
決
さ
れ
る
可
能
性
は
低
い
。

し
か
し
、
こ
の
奨
言
が
、
 
G
幼
・
 
0

E
C
D
/
B
E
P
S
の
今
後
の
議
論

に
大
き
な
影
糾
を
与
え
る
こ
と
は
間

違
い
な
い
。

提
案
の
中
身
は
、
中
期
的
・
本
格

的
な
課
税
案
(
以
下
、
本
格
案
)
と

暫
定
案
の
二
つ
に
分
か
れ
て
い
る
。

本
格
案
は
、
企
業
の
デ
ジ
タ
ル
活
動

一
般
に
適
用
さ
れ
る
E
U
の
統
一
的

な
法
人
税
改
革
で
、
物
理
的
な
存
在

(
P
E
)
に
変
え
て
、
工
疋
の
デ
ジ

タ
ル
・
プ
レ
ゼ
ン
ス
含
冒
巴
が

あ
れ
ぱ
消
裂
国
と
し
て
課
税
で
き
る

と
い
う
内
容
で
あ
る
。
 
E
U
加
盟
国

内
で
年
問
7
0
0
万
中
1
 
(
9
億
円
程

度
)
を
超
え
る
売
上
げ
が
あ
る
場
合
、

年
問
W
万
人
以
上
の
ユ
ー
ザ
ー
が
い

七
1

ー
ー
.
1
 
「
ー
ー
t
 
1
 
ー
"
」
↓
 
1
 
ー
ー
ー

る
場
合
、
ビ
ジ
ネ
ス
・
ユ
ー
ザ
ー
と

の
間
で
年
問
3
0
0
0
超
の
デ
ジ
タ

ル
役
務
に
関
す
る
契
約
を
締
結
し
て

い
る
場
合
の
い
ず
れ
か
を
満
た
せ
ぱ

課
税
で
き
る
。
加
盟
国
問
に
お
け
る

税
収
の
配
分
は
、
消
費
時
点
に
お
け

る
ユ
ー
ザ
ー
の
所
在
地
を
反
映
さ
せ

る
が
、
究
極
的
に
は
E
U
が
検
討
中

の
共
通
法
人
税
(
C
C
C
B
T
、
法

人
税
の
共
通
課
税
ベ
ー
ろ
に
組
み

替
え
て
い
く
方
向
が
示
唆
さ
れ
て
い

る
0
そ
の
間
の
暫
定
的
な
課
税
(
啓
可
'

冒
曾
)
と
し
て
、
デ
ジ
タ
ル
活
動

か
ら
の
売
上
げ
(
岳
番
響
Φ
)
に
対

し
て
3
%
の
問
接
税
を
導
入
す
る
。

デ
ジ
タ
ル
活
動
の
消
費
者
が
居
住
す

る
国
に
課
税
権
を
与
え
、
以
下
の
よ

う
な
デ
ジ
タ
ル
サ
】
ビ
ス
を
提
供
す

る
外
国
事
業
者
を
登
録
さ
せ
、
申
告

納
税
さ
せ
る
方
式
が
想
定
さ
れ
て
い

る
。
全
世
界
で
の
売
上
げ
が
年
問
7

億
5
0
0
0
万
中
1
 
(
1
0
0
0
億
円

程
度
)
以
上
、
か
つ
E
U
で
の
収
益

5
0
0
0
万
山
1
(
紡
億
円
程
度
)
以

上
の
企
業
が
対
象
と
な
る
。
具
体
的

に
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
広
告
ス
ペ
ー
ス

の
販
売
か
ら
生
み
出
さ
れ
る
売
上
げ

や
デ
ジ
タ
ル
仲
介
事
業
か
ら
の
売
上

デ
、

そ
し
て
ユ
ー
ザ
ー
か
ら
提
供
さ

ι

国
際
課
税
論
議
に

影
響
必
至
の
E
U
提
案

こ
れ
に
対
し
、
 
E
U
諸
国
は
、
自
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税引縫利益を篇識した
クロスポーダー資本戦略の要諦
日本企業のクロスボーダーM&Aおよび、米系
多国籍企業がアジア資本戦略展開において理解
しておくべき国際課税原則、ツール、運用状況をふ
まえた税引後利益を意識したタックスプランニング
の実際と留意点を詳細に解説。
米口ースクール人気テキストの完訳+本邦から
みた最新税務に関する注釈付。
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.

れ
た
情
報
か
ら
生
み
出
さ
れ
た
デ
ー

タ
の
販
売
か
ら
の
売
上
げ
の
三
つ
が

例
示
さ
れ
て
い
る
。

今
後
の
展
望
と

日
本
の
立
場

今
後
、
即
年
の
ポ
ス
ト
B
E
P
S

最
終
報
告
書
に
向
け
て
議
詮
が
進
め

ら
れ
る
が
、
 
O
E
C
D
、
 
G
幼
の
合

意
に
は
米
国
の
賛
伺
が
不
可
欠
で
あ

る
。
米
国
は
、
 
B
E
P
S
に
加
わ
り

な
が
ら
も
、
 
B
E
P
S
防
止
措
置
の

マ
ル
チ
租
税
条
約
へ
の
導
入
を
目
指

す
条
約
交
渉
に
は
加
わ
っ
て
い
な
い
。

O
E
C
D
の
中
間
報
告
が
公
表
さ
れ

た
3
月
M
e
、
ム
ニ
ユ
ー
シ
ン
米
財

務
長
官
は
、
「
デ
ジ
タ
ル
企
業
の
み

を
対
象
に
す
る
提
案
は
、
ど
こ
の
国

か
ら
の
提
案
で
あ
っ
て
も
断
固
反
対

す
る
」
と
E
U
を
牽
制
し
、
米
国
企

業
の
代
表
者
と
し
て
の
顔
を
の
ぞ
か

せ
た
。一
方
、
 
E
U
は
、
英
国
の
利
益
迂

回
税
の
よ
う
な
独
自
課
税
が
広
が
れ

ぱ
、
 
E
U
単
一
市
場
の
機
能
が
低
下

す
る
と
い
う
懸
念
が
あ
る
。
最
終
的

な
合
意
は
難
し
い
と
し
つ
つ
も
、
可

能
な
限
り
の
域
内
共
通
ボ
ジ
シ
ョ
ン

を
確
立
し
、
 
O
E
C
D
の
議
論
に
臨

み
た
い
と
い
う
考
え
で
あ
る
。

日
本
は
、
 
O
E
C
D
/
B
E
P
S

で
の
議
論
を
優
先
し
て
い
く
こ
と
が

基
本
的
立
場
と
な
ろ
う
O
 
E
U
暫
定

案
の
よ
う
な
1
T
企
業
を
狙
い
撃
ち

し
た
課
税
は
、
日
本
企
業
を
含
め
、

ビ
ジ
ネ
ス
に
も
大
き
な
打
雜
を
与
え

か
ね
な
い
。
 
E
U
暫
定
案
に
は
安
易

に
同
調
せ
ず
、
時
問
を
か
け
つ
つ
も

税
務
執
行
の
可
能
性
や
公
平
性
な
ど

の
観
点
を
踏
ま
え
て
O
E
C
D
で
議

論
し
、
合
意
を
得
る
べ
く
努
め
る
べ

き
だ
0デ
ジ
タ
ル
経
済
の
も
と
で
は
、
企

業
の
居
住
地
で
の
課
税
が
難
し
く
な

り
、
税
制
も
(
法
人
)
所
得
課
税
か

ら
仕
向
地
法
人
税
や
消
費
課
税
へ
、

あ
る
い
は
売
上
税
(
曾
言
0
巨
.

貫
)
や
物
品
税
(
Φ
善
曾
貫
)
こ1

シ
フ
ト
し
て
い
か
ざ
る
を
え
な
い
。

所
得
課
税
と
異
な
り
、
問
接
税
は
租

税
条
約
に
拘
束
さ
れ
な
い
こ
と
も
こ

う
し
た
流
れ
を
後
押
し
し
よ
う
0
 
し

か
し
、
売
上
げ
に
対
す
る
税
は
、
課

税
が
累
積
さ
れ
、
効
率
面
で
支
障
が

生
じ
る
と
い
う
問
題
が
あ
る
。
究
極

的
に
は
、
無
形
資
産
へ
の
資
産
課
税

(
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
へ
の
課
税
)
へ
と

い
う
方
法
も
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
辺

り
、
税
の
根
本
に
立
ち
返
る
議
論
が

望
ま
れ
る
0

(
注
)
1
 
玲
倭
税
制
改
正
で
、
稀
的

・
翻
的
活
動
を
行
う
場
所
で
も
、

そ
の
活
動
が
、
外
国
法
人
等
の
柔

遂
行
上
、
稀
的
'
翻
的
な
機
能

に
と
ど
ま
ら
な
い
場
合
は
P
E
に
該

当
す
る
と
判
定
す
る
な
ど
、
 
P
E
の

定
義
を
見
直
し
た
。

2
 
子
会
輩
の
グ
ル
ー
プ
企
業
と

資
本
や
人
的
に
支
配
関
係
の
な
い

(
独
立
)
企
業
が
同
等
の
価
格
条
件

等
で
取
引
す
る
ル
ー
ル
の
こ
と
.
。

,

一
も
り
の
ぶ
し
げ
き

一
印
年
広
島
生
ま
れ
。
法
学
博
士
(
租
一

一
税
法
)
。
乃
年
京
都
大
学
法
学
部
一

一
卒
、
大
蔵
省
入
省
。
蛤
年
主
税
局
総
一

一
務
課
長
、
蛤
年
大
阪
大
学
法
学
研
究
一

一
科
教
授
、
船
年
東
京
税
関
長
、
叫
年
一

一
プ
リ
ン
ス
ト
ン
大
学
で
教
鞭
を
と

一
り
、
価
年
財
務
総
合
政
策
研
究
所
一

一
長
、
伽
年
に
財
務
省
を
退
官
し
、
現
一

一
職
。
 
W
1
U
年
政
府
税
制
調
査
会
専
一

一
門
家
委
員
会
特
別
委
員
。

=
=
一

卓
一

加 一
=

一
=


